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内容
• １．損害保険会社で販売している保険商品の種類（概要）
• ２．中小企業向け火災保険の補償（概要）
• ３．企業向け地震保険の補償等（概要）
• ４．企業向け火災保険の普及状況
• ５．損害保険会社による普及促進の取組
• ６．中小企業における自然災害リスクヘッジの課題
• ７～９．ご参考（その１～３ ）
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１．損害保険会社で販売している
保険商品の種類（概要）

主な保険種類 主な保険種目
火災保険（※） 店舗総合保険、普通火災保険、住宅総合保険、住宅火災保険、

地震保険
自動車保険（※） 自動車保険、自動車総合保険、自家用自動車総合保険、

自動車運転者損害賠償責任保険
自動車賠償責任保険 自動車損害賠償責任保険

傷害保険（※） 傷害保険、交通事故傷害保険、自転車総合保険、
国内旅行傷害保険、海外旅行傷害保険

新種保険 賠償責任保険（施設所有（管理）者特別約款、生産物特別約款、
請負業者特別約款、受託者特別約款）
動産総合保険、機械保険、工事保険
費用・利益保険、医療費用保険、生産物回収費用保険
航空保険
原子力保険
動物保険

海上保険、運送保険 船舶保険、貨物保険、運送保険、小口貨物保険 3
※過去から損害保険各社が業界共通商品として販売している商品を中心に記載。この他に損害保険各社は独自商品を販売。



その他不測かつ突発的な事故

２．中小企業向け火災保険の補償

●喪失利益
●休業中でも発生する人件費等の経常費
●営業継続のために借りた仮店舗等の費用
●営業再開時の広告費用などの諸費用

◆中小企業を取り巻くリスクに対して、以下の補償を提供

賠償・費用
の補償

施設の所有・使用等に起因する賠償リスクの補償
●法律上の損害賠償金
●被害者に対する治療費等
●訴訟費用や弁護士報酬等の争訟費用
●その他の諸費用 等

火災をはじめ、台風や豪雨などの自然災害や
その他偶然な事故による財物損害の補償財物損害

の補償

事故で休業した場合に喪失した「粗利益」の補償
休業損失
の補償

火災、落雷または破裂・爆発

風災、ひょう災または雪災

水濡れ

騒じょう、労働争議など

航空機の墜落、車両の衝突等

外部からの物体の衝突等

盗難

水災（土砂崩れを含む）

※地震危険については、別途、特約でのお申込が必要。
引受にあたってはリスク状況を審査の上、引受条件・保険料を決定

補償される事故の種類
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３．企業向け地震保険の補償等（概要）
１．企業向け地震保険が補償している危険

地震または噴火による
・ 火災・破裂または爆発
・ 損壊、埋没等
・ 津波、洪水等

２．保険料（率）について
危険度（リスク耐性）に応じて次のような保険料区分を設定（例）
・ 保険の対象の所在地
・ 保険の対象の種類（建物､機械設備､商品）
・ 保険の対象の（収容）建物構造別（ＲＣ・鉄骨・木造等）
・ 保険の対象の（収容）建物建築年別 5



４．企業向け火災保険の普及状況
（その１）

（注）グラフ中の件数および保険金額は、火災保険の一般物件・工場物件・倉庫物件の新契約
（当該年度中に契約された契約）を合計したものである。

出典：損害保険料率算出機構
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５．損害保険会社による普及促進の取組

• 自治体のハザードマップや、政府地震調査研究推進本
部の確率論的予測地図など、公的機関が公表する情
報の提供によるリスク喚起

• BCP策定サービスなど事業継続の観点からのサービス提
供・防災意識の向上推進

• オールリスク補償型商品、実損害額を補償する商品の
開発・普及推進

• 大規模自然災害発生後に実施する顧客企業へのニー
ズ再確認・補償条件の見直し提案

等 7



６．中小企業における
自然災害リスクヘッジの課題

（１）保険転嫁するリスクの範囲に関する課題
• 自然災害発生時における発生被害の認識が不十分。財物損害のみならず、
休業損失も経営リスクに直結することの認識を持つことが必要。

（２）必要な補償に対するコスト意識に関する課題
• 保険料を「必要経費」として認識いただけないケースが多い。特に地震危険に
ついてはリスク実態（所在地や建築年等）に応じて保険料が大きく異なるが、
保険料の負担感だけで必要な補償を断念してしまうようなケースも少なくない。
ヘッジされるリスクとのバランスで検討いただくことが必要。

（３）被災時のキャッシュフローに関する課題
• 事業継続のためには、事故発生から資金（保険金）受取までにタイムラグの
ある保険（※）に加え、事故直後の当座資金を確保いただく手当が必要。
※損害保険は財物損害や休業損失の確定後に保険金が支払われるため、発災直後の資金ニーズへの対応力は
十分でない。
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７．ご参考（その１）

• 個々のリスクを契約するよりも保険料を合理化できるため、
下記リスクをパッケージ化した保険商品を活用
• 財物補償、賠償リスク、利益損失・追加費用補償、労災など

• 株主などのステークホルダーへの説明責任の観点から休業
補償を保険転嫁する傾向が日本と比べ高い

海外の中小企業における損害保険活用の特徴
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８．ご参考（その２）
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（損保協会調べ）



９．ご参考（その３）
2018年度は大規模な風水害が複数発生。
損保会社では現地対策本部を設置し、迅速な支払対応を実施中。
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災害名 車両保険 火災保険 新種保険 合計
件数 保険金 件数 保険金 件数 保険金 件数 保険金

7月豪雨 2.5 272 2.6 1,300 0.4 85 5.5 1,657
台風21号 9.9 525 65.6 5,225 1.8 101 77.3 5,851
台風24号 2.8 85 31.8 1,753 0.9 35 35.5 1,873

（単位 件数：万件、保険金：億円）

順位 災害名 地域 年度 支払保険金（億円）
火災/新種 自動車 海上 合計

1 平成3年台風19号 全国 1991 5,225 269 185 5,680
2 平成16年台風18号 全国 2004 3,564 259 51 3,874
3 平成26年2月雪害 関東中心 2014 2,984 241－ 3,224
4 平成11年台風18号 熊本・山口・福岡等 1999 2,847 212 88 3,147
5 平成27年台風15号 全国 2015 1,561 81－ 1,642
6 平成10年台風7号 近畿中心 1998 1,514 61 24 1,599
7 平成16年台風23号 西日本 2004 1,112 179 89 1,380
8 平成18年台風13号 福岡・佐賀・長崎・宮崎等 2006 1,161 147 12 1,320
9 平成29年台風21号 全国 2017 1,146 71－ 1,217
10 平成16年台風16号 全国 2004 1,038 138 35 1,210

【2018年度発生大規模風水災害と保険金支払状況】

【過去の風水害等による保険金支払例】 ※2018年3月30日時点（損保協会調べ）

（注1）上表中「車両保険」は商品車向けの車両保険を含み、「新種保険」は傷害保険を含む。
（注2）支払件数・保険金は、日本損害保険協会・外国損害保険協会会員会社等の合計見込（損保協会調べ）。
（注3）7月豪雨は2018年9月12日時点、台風21号および台風24号は2018年11月5日時点の数字である。
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